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本研修の目的 

 

EPAとは何か（特に輸入について）を理解する。 

EPAにおける原産地規則の基本的事項を、食品の輸入事
例を通じて理解する。 

EPA税率活用の更なる推進及び適正な輸出入申告 
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【補足】 
 一般の税率より低い税率が適用される制度のことを「特恵関税制度」と言い、経済連携協定（ＥＰＡ）に基づくも
のと、関税暫定措置法に基づくもの（一般特恵関税（ＧＳＰ））があります。 
 本研修においては、ＥＰＡに基づく特恵税率について説明することとし、特にこれを「ＥＰＡ税率」と呼ぶことと
します。 



１. EPAの概要について 

２. EPA税率を適用するには？ 
            ～食料品を輸入するケースで考えよう～ 

３. 原産地証明書・原産品申告書の記載事項 

４. ケーススタディ（復習） 

本日の説明事項 
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（注）入門編として内容を平易にするために、条文・法令等の文言とは
異なる部分や、説明及び用語の定義を簡略化したところがあります。ま
た、関税率、関税分類、材料及び製造工程等が実際とは異なる場合があ
ります。実際の輸入に当たっては、関税率等を必ずご確認願います。 



１．EPAの概要について 
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ＥＰＡとは何か？ 

日本 

Ａ国 

Ｂ国 

Ｃ国 

Ｄ国 

10％ 

10％ 

10％ 

10％ 

ＷＴＯ加盟国である場合、
すべての国の産品に対し
て同じ関税率を適用しな
ければならない。 

日本 

Ａ国 

Ｂ国 

Ｃ国 

Ｄ国 

０％ 

10％ 

10％ 

10％ 

Ａ国の産品に対しては、ＭＦＮ税率
よりも低い関税率を適用することが、
ＷＴＯ協定において一定の条件の下
で許容されている。 

ＷＴＯ協定の下での原則＝最恵国待遇 (Most-Favoured Nation Treatment) 

ＷＴＯ協定に整合するＦＴＡ
(Free Trade Agreement＝
自由貿易協定)を締結すること 

例外 

（注）なお、我が国では貿易の自由化に加え、投資保護、知的財産保護、競争政策におけるルール作り等の貿易関連非関税分
野についても対象とするものを特にＥＰＡ(Economic Partnership Agreement＝経済連携協定)と呼んでいます。 5 

MFN税率と呼ばれます。 



EPA＝経済連携協定  
（Economic Partnership Agreement） 

●モノ・サービスに加え、投資の自由
化、規制の緩和、制度の調和等、幅広
い経済関係を強化。 

●一部の国・地域の間 

●モノ・サービスの貿易を自由化 

ＥＰＡの概要 

WTOとEPA/FTAの関係 

WTO＝世界貿易機関  
（World Trade Organization） 

●161の加盟国・地域 

●モノ・サービスの貿易自由化や
貿易関連のルール作り（知的財
産のルール等）を行っている。 

加盟国・地域が多い 

FTA＝自由貿易協定  
（Free Trade Agreement） 

扱う分野が広い 

自
由
化
が
よ
り
進
ん
で
い
る 
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メリット：他国の産品に適用される税率よりも低い税率（特恵税率）が適用 

日 本 

関税率 

通常：３８.５％ 

EPA：
31.5％※ 

関税：¥３８５，０００ 

関税：¥３1５,０００ 

ＥＰＡ締約相手国の物品に係る関税が削減！ 

課税価格
¥1,000,000
の場合・・・ 

¥７０,０００の関税が削減 

EPA税率のメリットは？       
ｵｰｽﾄﾗﾘｱ 

冷蔵牛肉 

EPA【日豪】を適用した場合 
生産 

※ 2015年4月1日の税率 
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 ： 共同研究等 

： 交渉 

（注１）ＧＣＣ（湾岸協力理事会） ： アラブ首長国連邦、オマーン、カタール、クウェート、サウジアラビア、バーレーン（計 ６か国）；2009年以降、交渉延期 

（注２）ASEANとの日ASEAN包括経済連携協定は、物品貿易については署名・発効済（インドネシアとの間では未発効）であるが、投資・サービスについては、2010年から交渉中。 

（注３）ＲＣＥＰ（東アジア地域包括的経済連携） ： ＡＳＥＡＮ加盟国（インドネシア、カンボジア、シンガポール、タイ、フィリピン、ブルネイ、ベトナム、マレーシア、ミャンマー、ラオス）、 

    日本、中国、韓国、豪州、ニュージーランド、インド（計 16か国） 

（注４）TPP（環太平洋パートナーシップ） ：シンガポール、ニュージーランド、チリ、ブルネイ、米国、豪州、ペルー、ベトナム、マレーシア、カナダ、メキシコ、日本（計12か国） 

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

韓国

ＧＣＣ（注１）

ＡＳＥＡＮ（注２）

(投資・サービス)

カナダ

コロンビア

日中韓

ＥＵ

ＲＣＥＰ（注３）

トルコ

５月

７月

９月

３月

４月

11

５月

３月

11月

11月

12月

９月

12

４月

４月

12月

10月

 各国との交渉中ＥＰＡの進捗状況  （2016年2月時点）  

 ※発効又は署名済みＥＰＡ 
シンガポール     
メキシコ         
マレーシア        
チリ          
タイ           
インドネシア 
ブルネイ       

ＡＳＥＡＮ（物品貿易）             

2002年11月発効 （2007年9月改定） 
2005年  4月発効 （2012年4月改定） 
2006年  7月発効 
2007年  9月発効 
2007年11月発効 
2008年  7月発効 
2008年  7月発効 
2008年12月発効 
 

フィリピン         
スイス          
ベトナム 
インド 
ペルー 
豪州 
モンゴル 
ＴＰＰ 

2008年12月発効 
2009年  9月発効 
2009年10月発効 
2011年  8月発効 
2012年  3月発効 
2015年  1月発効 
2015年  2月署名 （未発効） 
2016年  2月署名 （未発効） （注４） 
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輸入の例 

例えば… 
  EPAを利用してタイからエビの調製品を1,000万円分日本に輸入した場合、 
    通常の税率（MFN税率）の場合：1,000万円×5.3％＝53万円 
    日タイEPA税率を利用する場合：1,000万円×0％＝0円 

    EPAを利用すると、53万円の関税が免除される。 

輸出国 商品例 
通常の税率 

（MFN税率） 
EPA税率 

メキシコ インスタントコーヒー 8.8% 

0% 
タイ 

貴金属製アクセサリー 5.4% 

エビの調製品 5.3% 

インドネシア 冷凍エビ 1.0% 

ベトナム スーツ（織物製） 9.1% 

EPA税率の例 

 EPAでは、締約国の間で、輸入についても輸出についても、一般的な関税
率よりも低い関税率を適用することが認められています。 

表：EPAによって関税が免除される例（JETROパンフより） 

WTO税率 

では、どうしたらEPA税率を利用できるのでしょうか？ 
次のスライドで条件を確認します。 9 



他国 

①輸入される産品に関し、特恵税率が設定されていること（EPA税率の場合、協定の譲許
表） 

相手国 

②生産された貨物が、｢原産品｣であると認
められること(＝原産地基準を満たして
いること) 

→この原産地基準を満たしていることを証明する
書類が「原産地証明書」 

③運送の途上で｢原産品｣という資格を
失っていないこと(＝積送基準を満たし
ていること) 

→この「積送基準」を満たしていることを証明
する書類が「運送要件証明書」（通し船荷証
券の写し等） 

④税関に対して、原産地証明書及び(必要に応
じ)運送要件証明書を提出するなど、必要な手
続き（手続要件）を行うこと 

日本 

EPA税率適用のための条件 

濃縮 

⇒原産地規則 10 



原産地規則の必要性 

Ａ国 
(ＥＰＡ相手国) 
 
 
 
 
 
 

日本 
 
 
 
 
 
 

ＥＰＡは、国と国との間の経済的な結び付きを強化しようというもの 

ＥＰＡ税率
を適用 

⇒お互いの国民の利益となることが必要 
⇒ＥＰＡ締約国において、”本当に生産された”(又は、”これぐらい
であればＥＰＡに基づく利益を与えても差し支えないと認められる程
度の生産がされた”)産品に対してのみＥＰＡ税率を適用することが
必要。 
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Ａ国 
(ＥＰＡ相手国) 
 
 
 
 
 

日本 
 
 
 
 

第３国 
 
 
 
 

もしもこれを Ａ国産 と偽って、
ＥＰＡ税率を適用されると？ 
しかも、｢真の｣Ａ国産より安価
だったら？ 

単なる積
替え等 

原産地規則の必要性 
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Ａ国 
(ＥＰＡ相手国) 
 
 
 
 
 

日本 
 
 
 
 

第３国 
 
 
 
 

単なる積
替え等 

原産地規則の必要性 
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このような判断を行えるよう
にするためのルールとして、
原産地規則が必要。 

ＥＰＡ税
率不適用 

ＥＰＡ税
率適用 



相手国から輸入され
たワインといっても、
材料や製造工程に着
目するといろいろな
ものがありえる。 

ＥＰＡによる特恵税
率の対象となる相手
国のワインとは何か
決めておく必要があ
る。 

原産地基準を定め、
原産地基準を満たす
原産品のみを特恵税
率適用の対象とする。 

ぶどうを収穫 醸造 

Ａ国 

ビン詰め 

Ａ国 Ｂ国 

Ｂ国 Ａ国 

ＥＰＡ税率を適用する相手国の産品とは？ 

－原産地基準の必要性－ 
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２. EPA税率を適用するには？ 
～食料品を輸入するケースで考えよう～ 
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・輸入者税関商事㈱は日オーストラリアＥＰＡを利用し 

 てオーストラリアからワインを輸入する予定です。 

 

・このワインについて、ＥＰＡ税率を適用して輸入する 

 ことが可能かどうか検討してみましょう！ 

 実際の輸入を想定した事例の検討 
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材料 

オーストラリアで生産するワイン（HS番号※は2204・
21-020と仮定します。）を、EPA税率を適用して輸入
したい。EPA税率の適用の可否について、どのように判断
すればよいか？ 

製造国 
オーストラリア 

●オーストラリア産 
  ぶどう 
（HS番号:第08.06項）  
●アメリカ産 
  酸化防止剤 
（HS番号：第28.32項）  

ワイン 
（HS番号：2204.21-020） 

 

ワイン（第２２.０４項）【日オーストラリアEPA】 

17 ※HS番号については後ほどのスライドでご説明します。 



他国 

相手国 

②生産された貨物が、｢原産品｣であると認
められること(＝原産地基準を満たして
いること) 

→この原産地基準を満たしていることを証明する
書類が「原産地証明書」 

③運送の途上で｢原産品｣という資格を
失っていないこと(＝積送基準を満たし
ていること) 

→この「積送基準」を満たしていることを証明
する書類が「運送要件証明書」（通し船荷証
券の写し等） 

④税関に対して、原産地証明書及び(必要に応
じ)運送要件証明書を提出するなど、必要な手
続き（手続要件）を行うこと 

日本 

濃縮 

⇒原産地規則 

（再掲） 

①輸入される産品に関し、特恵税率が設定されていること（EPA税率の場合、協定の譲許
表） 

EPA税率適用のための条件 
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特恵適用対象国 

シンガポール ブルネイ 

タイ 

フィリピン 

マレーシア 

ベトナム 

カンボジア 

ミャンマー 

ラオス 

メキシコ 

チリ 

インド 

ペルー 

インドネシア 

スイス 
アセアン締約国 
10カ国（含日本） 

ＧＳＰ受益国 
144カ国 

2国間、アセアン適用可能 

2国間、アセアン、
ＧＳＰ対象国 

2国間、ＧＳＰ対象国 

ＬＤＣ：アセアン、
ＧＳＰ対象国 

（日アセアンEPA未発効） 

（２０１６年３月現在） 

オーストラリア 
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ＥＰＡ税率適用の条件① 特恵税率の設定があること 

         （対象国との間でEPAが発効しているか？） 
2国間のみ適

用可能 



 ＨＳ番号（ＨＳコード、関税分類番号）の確認方法 

 

具体的には ？？？？ 

・ 過去に輸出入実績があれば、許可された輸出入申告書に記載さ 

  れているHS番号を調べる。 
 

・ 税関の『関税率表解説・分類例規』で調べる。 

   http://www.customs.go.jp./tariff/kaisetu/index.htm 
 
・ 近隣の税関（業務部関税鑑査官）に問い合わせる。 
 
・ （輸出の場合）輸入者を通じて輸入国の税関に問い合わせる。 

ＥＰＡ税率適用の条件① 特恵税率の設定があること 
（取引対象品目のHSを確認し、EPA税率の対象か、現状の関税率より低いかを確認） 
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第２部　植物性生産品
　第９類　コーヒー、茶、マテ及び香辛料

番号 基本 暫定 WTO協定 特恵 特別特恵 シンガポール メキシコ マレーシア チリ タイ インドネシア ブルネイ アセアン
H.S.  code General Temporary WTO GSP LDC Singapore Mexico Malaysia Chile Thailand Indones ia Brunei ASEAN

09.02 茶（香味を付けてあるかないかを問わない。）

0902.10 000 　　緑茶（発酵していないもので、正味重量が3キログラム以下
　　の直接包装にしたものに限る。）

20% 17% 無税 7.4% 6.4% 3.1% 7.4% 8.5% 8.5% 8.5%

0902.20 　　その他の緑茶（発酵していないものに限る。）

100 　　　　1 くず（飲用に適するものを除く。） 無税 （無税） 無税 無税 無税 無税 無税 無税 無税 無税

200 　　　　2 その他のもの 20% 17% 無税 7.4% 6.4% 3.1% 7.4% 8.5% 8.5% 8.5%

0902.30 　　紅茶及び部分的に発酵した茶（正味重量が3キログラム以下
　　の直接包装にしたものに限る。）

20% 無税

010 　　－ 紅茶 12% 2.2% 1.1% 2.2% 2.2% 3.3% 3.3% 3.3%

090 　　－ その他のもの 17% 7.4% 6.4% 3.1% 7.4% 8.5% 8.5% 8.5%

0902.40 　　その他の紅茶及び部分的に発酵した茶

100 　　　　1 くず（飲用に適するものを除く。） 無税 （無税） 無税 無税 無税 無税 無税 無税 無税 無税

　　　　2 その他のもの

210 　　　　　　(1)紅茶 5% 3% 2.5% 無税 無税 無税 無税 無税 無税 無税 無税

220 　　　　　　(2)その他のもの 20% 17% 無税 7.4% 6.4% 3.1% 7.4% 8.5% 8.5% 8.5%

09.03

0903.00 000 マテ 20% 12% 6% 無税 2.2% 0.5% 1.1% 1.1% 1.6% 3.3% 3.3%

関税率（経済連携協定）
Tariff  rate(EPA)

統計番号
Stati s ti ca l  code 品名

Description

関税率
Tariff rate

（税関ホームページ 実行関税率表） 
 
 http://www.customs.go.jp/tariff/ 

物品を日本に輸入する場合のＥＰＡ税率は、税関の
ホームページの「実行関税率表」で調べることができ
ます。  ⇒  「実行関税率表」で検索！ 

EPA税率 

特恵税率（EPA税率）の確認(輸入) 

WTO税率 

 
 
 
 
 
    HS  0 9 0 2 . 1 0 – 0 0 0 

号 

 類 

項 
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特恵税率（ＥＰＡ税率）の確認（輸入） 

HS:2204.21 

日オーストラリア 
EPA 

22 

（２０１６年３月現在） 



他国 

相手国 

②生産された貨物が、｢原産品｣であると認
められること(＝原産地基準を満たして
いること) 

→この原産地基準を満たしていることを証明する
書類が「原産地証明書」 

③運送の途上で｢原産品｣という資格を
失っていないこと(＝積送基準を満たし
ていること) 

→この「積送基準」を満たしていることを証明
する書類が「運送要件証明書」（通し船荷証
券の写し等） 

④税関に対して、原産地証明書及び(必要に応
じ)運送要件証明書を提出するなど、必要な手
続き（手続要件）を行うこと 

日本 

濃縮 

⇒原産地規則 

（再掲） 

①輸入される産品に関し、特恵税率が設定されていること（EPA税率の場合、協定の譲許
表） 

EPA税率適用のための条件 
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３種類の原産品 
 完全生産品 

 原産材料のみから生産される産品 

 実質的変更基準を満たす産品 

ＥＰＡ税率適用の条件②  

生産された貨物が、｢原産品｣であると認められること 

【参考】 日アセアン包括的経済連携協定 第24条 原産品 

 この協定の適用上、次のいずれかの産品であって、この章に規定する他のすべての関連す
る要件を満たすものは、締約国の原産品とする。 

(a) 当該締約国において完全に得られ、又は生産される産品であって、次条に定めるもの 

(b) 非原産材料を使用する場合には、第26条に定める要件を満たすもの 

(c) 一又は二以上の締約国の原産材料のみから当該締約国において完全に生産される産品 
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1 完全生産品 

2 原産材料のみから生産される産品 

3 実質的変更基準を満たす産品 

その｢生産｣に１ヵ国のみが関与する（＝｢生
産｣が１ヵ国で完結している）産品  

使用された非原産材料に加工等を加え、｢実質
的変更｣（＝大きな変化）をもたらしたことに
より原産品となるもの 

生産に使用された材料はすべて原産材料で
あるため、外見上は１ヵ国*で生産･製造が
完結しているように見えるが、実際には他
の国の材料(非原産材料)を使用しているもの 

木箱 

日本 

第44類 

木材 一次材料 

タイ 

二次材料 
木材 

ネジ 

鉄鉱石 タイプ3：完全生産品のみから生産される物品 

タイプ2：くず、廃棄物やそれらから回収される物品 

タイプ1：農水産品、鉱業品の一次産品 

木箱 

日本 

第44類 

一次材料 

タイ 

二次材料 
木材 

ネジ 

鉄鉱石 

木箱 

日本 

第44類 

一次材料 

タイ 

木材 

ネジ 

他の国 

【3種類の原産品】 

(*日アセアンEPAの場合は、１又は２以上の締約国） 

大きな変化 

25 



ワイン 
（第22.04項） 

ワイン（第22.04項）【日オーストラリアEPA】 

 
 
 
 
 
 

オーストラリア 

アメリカ産 
酸化防止剤  

 （第28.32項） 

非原産材料 

非原産材料を使用 

×完全生産品 

×原産材料のみから生産される産品 

実質的変更基準を満たす産品である
かどうか検討 

品目別規則を確認 

日オーストラリアＥＰＡ上
の原産品？  

ぶどう 
（第08.06項） 

原産材料 
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 (1）関税分類変更基準 
  

（2）付加価値基準 

  

（3）加工工程基準 
  

いずれの基準を適用するかは品目別規則に規定 

•｢大きな変化｣＝｢実質的変更｣を判断するための基準は、 
３つ存在する。 

（大きな変化＝分類の変更がおこっている） 

（大きな変化＝十分な価値が付加） 

（大きな変化＝変化をもたらす加工の指定） 

実質的変更基準の種類 

27 

各EPAごと、ＨＳ番号ごと 
に基準が定められている。 



すべての非原産材料と産品の関税分類番号に特定の変化があれば、大きな
変化があったとする基準。HS２桁、HS４桁及びHS６桁の変更がある。 

ベトナム 

日本 

Ａ国(非締約国) 

 

 

 

Ｂ国(非締約国) 

 
 

 

バター 

第11類 

第04類 

（原産材料） 

ラスク 

第17類 

第1905.40号 

小麦粉 

非原産材料である小麦粉、バターともに他の
類の材料であることから、ラスクは日アセア
ンEPA上のベトナム原産品と認められる。 

（1）関税分類変更基準 

28 

日アセアンEPA品目別規則：第1905.40号 CC 

類（ＨＳ2桁）の変更 



ペットフード 
第2309.10号 

インド 

中国 

原産資格割合 
産品の価額（FOB ）－非原産材料価額（CIF ） 
    
       産品の価額（FOB ）                                             

X 100  ＝ 

豚肉 
CIF$10   

（第02.06項）  

CIF$20 

まぐろフィレ 
（第03.04項） 

CIF$10 

とうもろこし 
（第07.12項） 

原産材料 

その国で付加された価値の割合（原産資格割合）が一定以上であれば

大きな変化としてみる基準。 

 

 

 

（2）付加価値基準 

日タイEPA品目別規則：第23.09項 
原産資格割合が40％以上であること（第23.09項への関税分類の変更を必要としない。） 
（※）日メキシコEPA及び日アセアンEPAにおいては域内原産割合と呼ぶ。また、GSP及び日スイスEPAでは付加されなかった部分の価値により判断 
するため、下記の計算式とは異なる式により算出する。 

100-（10+20） 
100 

≧ 40% 

FOB※ $100 

タイ 

29 

※FOB：本船渡しの価額 



非原産材料に「ある特定の加工・作業」が行われた場合、大きな変化
があったと考える基準。 

 

 

 

アクリル酸 
エチル 

CH2CHCOOC2H5 

（第2916.12号） 

 

 

 

 

 

→化学式が変化している。→化学反応が生じている。 

→アクリル酸エチルは日タイEPA上のタイの原産品である。 

日本 

非原産材料
のみ考慮 

アクリル酸
CH2CHCOOH 
（第2916.11号） 

エタノールC2H5OH 
（第2207.10号） 

A国 

Ｂ国 

（3）加工工程基準 

タイ 

30 

日タイEPA品目別規則：第2916.12号（抜粋） 

・・使用される非原産材料について・・化学反応、 精製、異性体分離の各工程若しくは生物
学的工程を経ること・・・ 



ぶどう 
（第08.06項） 

ワイン 
（第22.04項） 

ワイン（第22.04項）【日オーストラリアEPA】 

 
 
 
 
 
 

オーストラリア 

アメリカ産 
酸化防止剤  

 （第28.32項） 

非原産材料 

原産材料 

日オーストラリアEPA第３・４条 非原産材料を使用して生産される産品 
１ 第３・２条(c)の規定の適用上、産品は、附属書２（品目別規則）に定める適用可能な品目別規則に合致する場合には、 
 締約国の原産品とする。 
 
２ １の規定の適用上、使用された材料について関税分類の変更又は特定の製造若しくは加工の作業が行われていることを 
 求める規則は、非原産材料についてのみ適用する。 

分類変更の品目別基準を満
たしているか検討するのは
非原産材料のみ 

「実質的変更基準を満たす産品」 
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※品目別規則の調べ方について 
日
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
Ｅ
Ｐ
Ａ 

附
属
書
二
（
第
三
章
（
原
産
地
規
則
）
関
係
）
品
目
別
規
則 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（
抜
粋
） 

適用すべき実質的変更基準の
種類が記載されている。 

 

※EPAによっては略号で記載

されている場合がある。略号
の意味については品目別規則
の巻頭に記載の一般的注釈で
確認できます。 

輸入貨物のHS

番号の箇所を
確認 

※各EPAについて
は税関ホームページ
から確認できます。 

税関ホームページ 
http://www.customs.go.jp/ 

ワイン（第22.04項）【日オーストラリアEPA】 
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税関ホームページ（品目別規則の確認方法） 
http://www.customs.go.jp/ 

『輸出入の手続き』をクリック 
『経済連携ＥＰＡ（ＦＴＡ/ＥＰＡ）』をクリック 

参考 

33 



税関ホームページhttp://www.customs.go.jp/kyotsu/kokusai/gaiyou.htm#mexico 

税関ホームページ（品目別規則の確認方法） 

各協定の本文や品目別規則、記載要領等を
確認できます。 
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ワイン 
（第22.04項） 

 
 
 
 
 
 

オーストラリア 

アメリカ産 
酸化防止剤  

 （第28.32項） 

非原産材料 

分類変更の品目別基準を満
たしているか検討するのは
非原産材料のみ 

日オーストラリアEPA品目別規則：第22.04項 
ＣＣ （第8類又は第２０類からの変更を除く。） 

類の変更（関税分類変更基準） 

ぶどう 
（第08.06項） 

原産材料 

ワイン（第22.04項）【日オーストラリアEPA】 

35 

類の変更が生じている。 

（第28類→第22類） 



ＥＰＡ  品目別規則 特恵設定 

シンガポール  類変更（第８類又は第２０類からの変更を除く） 非譲許 

メキシコ  類変更（第８類又は第２０類からの変更を除く） 譲許 

マレーシア 類変更（第８類又は第２０類からの変更を除く） 非譲許 

チリ  類変更（第８類又は第２０類からの変更を除く） 譲許 

タイ  類変更 非譲許 

インドネシア  類変更（第８類又は第２０類からの変更を除く） 非譲許 

ブルネイ  類変更（第８類又は第２０類からの変更を除く） 非譲許 

アセアン  類変更 非譲許 

フィリピン 類変更 非譲許 

スイス  類変更（第８類又は第２０類からの変更を除く） 譲許 

ベトナム  類変更 非譲許 

インド  完全生産品 非譲許 

ペルー 類変更（第８類又は第２０類からの変更を除く） 譲許 

オーストラリア 類変更（第８類又は第２０類からの変更を除く） 譲許 

（ＧＳＰ） 第８類、第２０類又は第２２類に該当する物品以外からの製造 ＬＤＣ譲許 

参 考：ワイン（2204.21）に係る規則の比較 
EPAごとに規則は異なります。 

⇒適用するEPAごとに原産品かどう
かの検討が必要です。 
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ワイン 
（第22.04項） 

ワイン（第22.04項）【日オーストラリアEPA】 

 
 
 
 
 
 

オーストラリア 

アメリカ産 
酸化防止剤  

 （第28.32項） 

非原産材料 

日オーストラリアEPA品目別規則：22.04 
ＣＣ （第8類又は第２０類からの変更を除く。） 

類の変更（関税分類変更基準） 

ぶどう 
（第08.06項） 

原産材料 

ぶどう 
（第08.06項） 

非原産材料 

日本 

もし、 

日本原産のぶどうを使用
していたら？？ 

37 



• 救済的な規定 
 ①累積(ACU: Accumulation) 

 ②僅少の非原産材料(DMI: De Minimis)  
                    

• 除外的な規定 

   ③原産資格を与えることとならない作業 

                  
 

 

実質的変更基準の例外 

38 



ワイン 
（第22.04項） 

 
 
 
 
 
 

オーストラリア 

アメリカ産 
酸化防止剤  

 （第28.32項） 

非原産材料 

日オーストラリアEPA品目別規則：第22.04項 
ＣＣ （第8類又は第２０類からの変更を除く。） 

類の変更（関税分類変更基準） 

ぶどう 
（第08.06項） 

非原産材料 

日本 

累積の規定により原産材料とみなすことが可能 
（＝品目別規則を検討しなくて良い。スライドP31をご参照ください。） 

累積 
適用 

①累積  
相手国の原産品を自国の原産材料とみなすという考え方 
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ワイン 
（第22.04項） 

 
 
 
 
 
 

オーストラリア 

アメリカ産 
酸化防止剤  

 （第28.32項） 

非原産材料 

日オーストラリアEPA品目別規則：第22.04項 
ＣＣ （第8類又は第２０類からの変更を除く。） 

類の変更（関税分類変更基準） 

ぶどう 
（第08.06項） 

原産材料 

ぶどう 
（第08.06項） 

非原産材料 

Ａ国 

もし、一部だけ 

A国原産のぶどうを使用
していたら？？ 

FOB $100 

CIF $10 

ワイン（第22.04項）【日オーストラリアEPA】 
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• 救済的な規定 
 ①累積(ACU: Accumulation) 

 ②僅少の非原産材料(DMI: De Minimis)  
                    

• 除外的な規定 

   ③原産資格を与えることとならない作業 

                  
 

 

実質的変更基準の例外 

41 



ワイン 
（第22.04項） 

 
 
 
 
 
 

オーストラリア 

アメリカ産 
酸化防止剤  

 （第28.32項） 
非原産材料 

日オーストラリアEPA品目別規則：第22.04項 
ＣＣ （第8類又は第２０類からの変更を除く。） 

類の変更（関税分類変更基準） 

ぶどう 
（第08.06項） 

非原産材料 

僅少の非原産材料規定により原産材料とみなすことが可能 

（＝品目別規則を検討しなくて良い。） 

②僅少の非原産材料 
◎関税分類変更基準を満たさない非原産材料があったとしても、それがごく
僅かなものなら無視しようという考え方 

Ａ国 

   $10  
    $100 ≦10% 

産品のFOB価格の10％以下の
場合、 僅少の非原産材料の規定

により、救済可能 

FOB $100 

CIF $10 
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  第１類 
第２類 
第３類 

第４類～ 
第８類 

第９類 
第10類～ 
第14類 

第15類 第16類 第17類 第18類 第19類 第20類 第21類 第22類 第23類 第24類 第25類 
第26類～
第27類 

日シンガ
ポール 
EPA 

× 
産品のFOB価額の 

7％以下 
× 

日メキシコ
EPA 

産品の取
引価額の
10％以下

（※1） 

× 産品の取引価額の10％以下（※1） × 産品の取引価額の10％以下（※1） 

日
マ
レ
ー
シ
ア   

日
イ
ン
ド
ネ
シ
ア 

日
ブ
ル
ネ
イ
・     

日
フ
ィ
リ
ピ
ン

E
P

A
 

× 

日チリEPA × 

2008.92： 
産品のFOB価
額の10％以下 

× 

産品のFOB価額の7％以下 

日タイEPA × 産品のFOB価額の7％以下 × 

日アセアン
包括的EPA 

× 

産品の
FOB価額
の10％以

下 

× 

1803.10, 
1803.20,   

  1805.00：    
産品のFOB価額

の10％以下 

産品のFOB価額の
10％以下 

2103.90： 
産品のFOB
価額の7％

以下 

産品のFOB価
額の10％以下 

× 

その他：× その他：× 

日スイスEPA 産品の工場渡し価額の7％以下 
産品の工場渡し価額

の10％以下（※3） 

日ベトナム
EPA 

× 

0901.21,   
 0901.22： 

産品のFOB
価額の10％

以下 

× 

産品の
FOB価額
の10％以

下 

× 

1803.10, 
1803.20, 

1805.00：産品の
FOB価額の
10％以下 

産品のFOB価額の
10％以下 

2103.90：
産品の

FOB価額

の7％以下 

産品のFOB価
額の10％以下 

× 

その他：× その他：× その他：× 

日インド
EPA 

× 

 
1604.20, 
1605.20,   
 1605.90：
× 

 
2101.11, 
2101.20, 
2106.10,   
 2106.90：
× 

 
2207.10,  
2207.20

：× 

2501.00：
産品の

FOB価額
の7％以

下 

× 

産品のFOB価額の7％以下     産品のFOB価額の7％以下 その他：× 

日ペルー 
EPA 

産品のFOB 

価額の
10％以下

（※1） 

× 産品のFOB価額の10％以下（※1） × 産品のFOB価額の10％以下（※1） 
産品のFOB価額

の10％以下 

日ｵｰｽﾄﾗﾘ
ｱEPA 

産品のFOB価額の10％以下（※1） 
産品のFOB価額の

10％以下 

 主な僅少の非原産材料の適用対象品目の比較表 
*適用できる品目、閾値
はEPAごとに異なる。 

参考 



  第28類 第29類 
第30類～ 
第34類 

第35類 
第36類～ 
第37類 

第38類 
第39類 ～ 

第45類 
第46類 

第47類～ 
第49類 

第50類 第51類 第52類 第53類 
第54類～ 
第63類 

第64類～ 
第97類 

日シンガ
ポール
EPA 

産品のFOB価額の10％以下 産品の重量の 7％以下 
産品のFOB価
額の10％以下 

日メキシコ
EPA 

産品の取引価額の10％以下 
関税分類を決定する材料に含まれる特定の繊維又は糸の 
総重量が当該材料の総重量の7％以下である場合（※2） 

産品の取引価
額の10％以下 

日
マ
レ
ー
シ
ア
・ 

日
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
・ 

日
ブ
ル
ネ
イ
・  

日
フ
ィ
リ
ピ
ンE

P
A

 

産品のFOB価額の10％以下 産品の重量の 7％以下 
産品のFOB
価額の10％

以下 

日チリEPA 産品のFOB価額の10％以下 産品の重量の 7％以下 
産品のFOB価
額の10％以下 

日タイEPA 産品のFOB価額の10％以下 産品の重量の10％以下 
産品のFOB価
額の10％以下 

日アセア
ン包括的
EPA 

産品のFOB価額の10％以下 産品の重量の10％以下 
産品のFOB価
額の10％以下 

日スイス
EPA 

産品の工場渡し価額の10％以下（※3）  産品の重量の 7％以下 
産品の工場渡
し価額の10％

以下 

日ベトナ
ムEPA 

産品のFOB価額の10％以下 産品の重量の10％以下 
産品のFOB価
額の10％以下 

日インド
EPA 

産品の 
FOB 

価額の 
10％ 
以下 

2906.11, 
2918.14, 
2918.15, 

 2940.00： 
産品のFOB

価額の7％以
下 

産品の 
FOB 

価額の 
10％ 
以下 

3505.10,  
 3505.20： 

産品のFOB
価額の7％

以下 

産品の 
FOB 

価額の 
10％ 
以下 

3809.10,    
 3824.60： 
産品の

FOB価額
の7％以下 

産品の 
FOB 

価額の 
10％ 
以下 

 
  4601.29,   
  4601.94, 
  4602.19： 
× 

産品の 
FOB 

価額の 
10％ 
以下 

 
5001.00,  
 5003.00： 

× 

51.02, 
 51.03： 

× 

 52.01～ 
52.03： 

× 

53.01, 
 53.02： 

× 
産品の 
重量の 
7％以下 

産品の 
FOB価額の 
10％以下 

2905.44：× 
3502.11,     
 3502.19： 

× 

その他： 
産品の

FOB価額
の10％以

下 

その他： 
産品の

FOB価額
の10％以

下 

その他：産品の重量の7％以下 
その他：産品
のFOB価格
の10％以下 

その他：産品
のFOB価格
の10％以下 

日ペルー 
EPA 

産品のFOB価額の10％以下 産品の重量の10％以下 
産品のFOB価
額の10％以下 

日ｵｰｽﾄﾗﾘ
ｱEPA 

産品のFOB価額の10％以下 産品の重量の10％以下 
産品のFOB価
額の10％以下 

   ※１：産品の生産に使用する非原産材料が、原産品とされる産品と異なる号に掲げられる場合に限り、適用される。 
   ※２：産品の関税分類を決定する材料に含まれる特定の繊維又は糸が、所定の関税分類変更を満たしていないことを理由として、当該産品が原産品と認められない場合に限り適用される。 

   ※３：例外として、第32.04項及び第34.02項については、産品と同じ項に属する非原産材料については工場渡し価額の20％以下の場合と規定されている。 

 主な僅少の非原産材料の適用対象品目の比較表 *適用できる品目、閾値
はEPAごとに異なる。 

参考 
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• 救済的な規定 
 ①累積(ACU: Accumulation) 

 ②僅少の非原産材料(DMI: De Minimis)  
                    

• 除外的な規定 

   ③原産資格を与えることとならない作業 

                  
 

 

実質的変更基準の例外 
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◎特定の作業が行われることのみをもって、品目別規則に定める関税
分類変更基準又は加工工程基準を満たすものとはしないという規定   

【日タイEPA第３１条】 

（ａ）輸送又は保管の間に産品を良好な状態に保存することを確保する作業（乾燥、
冷凍、塩水漬け等)等 

（ｂ）改装及び仕分 

（ｃ）組み立てられたものを分解する作業  

（ｄ）瓶、ケース及び箱に詰めることその他の単純な包装作業 

（ｅ）一の産品として分類される部品及び構成品の収集 

（ｆ）物品を単にセットにする作業 
（ｇ）（ａ）から（ｆ）までの作業の組合せ 

日タイEPA 第3006.50号の品目別規則：他の項の材料からの変更 

 
 
 

救急箱（セット） 
第3006.50号 

タイ A国 

包帯 
第30.05項 

はさみ 
第82.13項 

タイで単に物品をセットにしただけの
場合、タイの原産品とは認められない。 

③原産資格を与えることとならない作業 
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他国 

相手国 

②生産された貨物が、｢原産品｣であると認
められること(＝原産地基準を満たして
いること) 

→この原産地基準を満たしていることを証明する
書類が「原産地証明書」 

③運送の途上で｢原産品｣という資格を
失っていないこと(＝積送基準を満たし
ていること) 

→この「積送基準」を満たしていることを証明
する書類が「運送要件証明書」（通し船荷証
券の写し等） 

④税関に対して、原産地証明書及び(必要に応
じ)運送要件証明書を提出するなど、必要な手
続き（手続要件）を行うこと 

日本 

濃縮 

⇒原産地規則 

（再掲） 

①輸入される産品に関し、特恵税率が設定されていること（EPA税率の場合、協定の譲許
表） 

EPA税率適用のための条件 
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貨物が日本に到着するまでに原産品としての資格を失っていないかどう
かを判断する基準 

 
 

  
   

日本 相手国 

第三国 

 -直接運送されること 
 -第三国を経由する場合には、当該第三国において許容    
  される作業は、積卸し及び産品を良好な状態に保存す 
  るために必要なその他の作業のみ 
   
 

条件 

積送基準 

48 

ＥＰＡ税率適用の条件③  

運送の途上で｢原産品｣という資格を失っていないこと 



他国 

相手国 

②生産された貨物が、｢原産品｣であると認
められること(＝原産地基準を満たして
いること) 

→この原産地基準を満たしていることを証明する
書類が「原産地証明書」 

③運送の途上で｢原産品｣という資格を
失っていないこと(＝積送基準を満たし
ていること) 

→この「積送基準」を満たしていることを証明
する書類が「運送要件証明書」（通し船荷証
券の写し等） 

④税関に対して、原産地証明書及び(必要に応
じ)運送要件証明書を提出するなど、必要な手
続き（手続要件）を行うこと 

日本 

濃縮 

⇒原産地規則 

（再掲） 

①輸入される産品に関し、特恵税率が設定されていること（EPA税率の場合、協定の譲許
表） 

EPA税率適用のための条件 
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税関に対して、原産地証明書及び（必要に応じ）運送要件証明書を提出するなど、
必要な手続（手続要件）を行うこと。 

原 
 

則 

1 原産地証明書等 
※日スイスEPA,日メキシコEPA,日ペルーEPAについては原産地申告制度、日オーストラリ
アEPAについては自己申告制度もあり 

2 運送要件証明書 
①通し船荷証券の写し 
②積替国の税関,官公署が発給した証明書 
③税関長が適当と認めるのもの 

例 
 

 
 

 
 

外 

提
出
猶
予 

下記の場合、原則として２か月以内で適当な期間、原産地証明書の 

提出猶予の取扱いが可能  
-災害その他やむを得ない理由がある場合、又は 

-許可前引取（ＢＰ）を行なう場合 

提
出
免
除 

課税価格の総額が20万円以下の貨物 
-原産地証明書及び運送要件証明書の提出免除 

輸入国が提出を免除する貨物【H28.3現在、指定された物品はありません。】 
-原産地証明書の提出免除 

第三国を経由し、 
日本に運送された場合 

ＥＰＡ税率適用の条件④  

税関に対して必要な手続き（手続要件）を行うこと 
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３．原産地証明書・原産品申告書
の記載事項 
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形式的な確認（ＣＯ記載事項に不備がないかどうか） 

  日オーストラリアEPAの原産
地証明書（ACCI発給）にお
ける必要的記載事項 

 記載に不備の無い原産地証
明書を用意することが大原
則 

 税関ホームページに掲載
（スライドP33・34をご参照
ください） 

 
http:/www.customs.go.jp/kyotsu/
kokusai/gaiyou.htm 

※日オーストラリアEPA（ACCI発給）の場合 52 



 不備のあるＣＯの税関に
おける取扱いについて定
めている 

 ＣＯの真正性（印影、様
式、遡及発給、再発給
等） 

 申告貨物との同一性（輸
出入者、インボイス番号、
品名、数量等） 

 貨物の原産性（ＨＳ番号、
特恵基準） 

 

 

形式的な確認（ＣＯ記載事項に不備がないかどうか） 
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参考 

税関ホームページ 
http://www.customs.go.jp/ 

② 『原産地規則について』をクリック 

①『輸出入の手続き』をクリック 

③以下のファイルを確認できます。 
・『「不備のある（EPA/GSP）原産地証明書等の取扱い」について』 

・『EPA原産地証明書等の取扱い：一覧表』 

・『GSP原産地証明書等の取扱い：一覧表』（※） 

・『不備のある原産品申告書の取扱い：一覧表』 

54 ※ＧＳＰ：一般特恵関税制度 



ZAIMU INTERNATIONAL CO.,LTD. 
1111-1 CENTER BLD.  
MELBORNE  AUSTRALIA 

0000-00 

ZP001 
May. 
12,2015 

4,500L 

May. 12 ,2015 

May. 15, 2015 
輸出者 

署 名 

3 

2 

2 

2 2 

2 

2 2 

1000CTNS 
 
WINE 
（AB NO.1-1000） 

 

NO MARK 

ZEIKAN SHOJI CO.,LTD. 
2-7-11 AOMI, KOTO-KU, TOKYO, 
JAPAN 

May. 12, 2015 
 

MELBORNE 
 

TOKYO 

1.  

HS CODE:2204.21 

“PSR” 

1 

1 

1 

2 

3 

      

※日オーストラリアEPA（ACCI発給）の場合 

真正性に係る項目 

同一性に係る項目 

原産性に係る項目 

AUSTRALIA 

レ 

登録署名 

登録 

印影 

※オーストラリアには他にも発給機関（AiG）があり、様式も異なります。 

例えば・・・ 

もし、印影が脱落して
いたら？？ 

1 3 

1 

3 

2 
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印影が脱落した原産地証明書は
無効です。 

※詳細は税関ホームページをご確認ください。 

税関ホームページ 
http://www.customs.go.jp/ 
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 (注）日シンガポールEPA、日スイスEPAの各原産地証明書には記載されない。 
 （※1） インドEPAの一般ルールは、HSコード６桁変更及び付加価値基準 

原産地証明書に記載される原産地基準の記号 
 

 
EPA名 

マレーシア 
インドネシア 

ブルネイ 
フィリピン 

メキシコ チリ タイ 
アセアン

包括 
ベトナム インド ペルー 

オー
ストラ
リア 

（参考） 
一般 
特恵 

（ＧＳＰ） 

完全生産品 Ａ ＷＯ Ａ （a） ＷＯ Ｐ 

原産材料のみから生産される産品 Ｂ ＰＥ Ｂ （b） ＰＥ 
W＋ 

ＨＳ４桁 

実質的
変更基
準を満
たす産
品 

一般
ルール
を満た
す産品 

ＨＳコード４
桁変更  

― 
 

ＣＴＨ 

 
Ｂ 
 

― ― 

W＋ 
ＨＳ４桁 

付加価値基
準 

ＲＶＣ ＬＶＣ ― 

品目別
規則を
満たす
産品 

関税分類変
更基準 

Ｃ 
ＰＳ 

 

ＣＴＣ 

（c） ＰＳＲ 

 
Ｗ＋ 

ＨＳ４桁 
 

付加価値基
準 ＲＶＣ ＬＶＣ 

加工工程基
準 ＳＰ 

その他 
（D：各EPAの条文を満たす産品、TPL：繊維

製品にかかる「適性証明書」が必要） 

― 
Ｄ 

ＴＰＬ 
Ｄ ― 

適用す
る場合
記載 

  累積 ＡＣＵ ― ― 

― 
  僅少の非原産材料 ＤＭＩ ― ― 

 代替性のある産品及
び材料 

ＦＧＭ ― ＩＩＭ ＦＧＭ ― 

（※1）          

参考 
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原産地証明書の遡及発給に係る留意事項 

※これよりも後日の発給が遡及発給 
 

※日シンガポールEPAでは、通常の送出手続に要すると認められる期間（送り出した後

１０日程度）に発給されたものは、送り出した際に発給されたものと取り扱って差し
支えない。（関税法基本通達68-5-13） 

国名 発給時期  国名 発給時期 

メキシコ 輸出のとき アセアン 船積日より３日以内 

マレーシア 船積のときまで フィリピン 船積日の翌日まで 

チリ 船積のときまで スイス 船積のときまで 

タイ 船積のときまで ベトナム 船積日より３日以内 

インドネシア 船積日より３日以内 インド 船積日より３日以内 

ブルネイ  船積のときまで ペルー 船積のときまで 

オーストラリア 船積のときまで 

参考 

（関税法基本通達68-5-11（2）ト）     

ＥＰＡ原産地証明書の場合 
遡及発給(貨物の輸出後の原産地証明書の発給)が可能（所定の欄への記載が必要）   
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◆ 輸出者による申請により、輸出国の発給機関が原産地証明書を発給。 

◆ 貨物の輸出前に輸出国の発給機関が事前に審査を行うことによりEPA税率の適正な適用を確保。 

◆ 輸入者は、EPA税率を適用して輸入申告する際に原産地証明書を輸入国税関に提出。 

輸入者 

輸入国税関 

輸出国の発給機関 

③ 発給 

輸出国 
④ 輸 出     

（
Ｅ
Ｐ
Ａ
税
率
） 

⑤ 
輸
入
申
告 

① 申請 

生産者 輸出者 

原産地 

証明書 

必要な情報 

原産地 

証明書 

輸入国 

輸入者 

輸入国税関 

輸出国 

② 輸 出 生産者 輸出者 

輸入国 

①原産品 
申告書 
作成可 原産品 

申告書 

原産品である

ことを明らか

にする書類 

④ 原産性の審査及び事後確認 

◆ 日豪EPAにおいて初めて採用。 

◆ 輸出者、生産者又は輸入者は原産品申告書の作成が可能。 

◆ 輸入者は、EPA税率を適用して輸入申告をする際に原産品申告書のほか、原産品であることを明らかにする書類を
日本税関に提出。 

◆ 従来の第三者証明制度も利用可能。 

第
三
者
証
明
制
度 

② 原産性の事前審査 

    

（
Ｅ
Ｐ
Ａ
税
率
） 

③ 

輸
入
申
告 

①原産品 
申告書 
作成可 

①原産品 
申告書 
作成可 

自
己
申
告
制
度 

○日オーストラリアEPAの場合、自己申告制度も利用できます。 
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※原産品申告書の作成例 

※記載方法等、詳しくは、税関ホームページに掲載の『日豪EPA「自己申告制度」利用の手引き』
(http://www.customs.go.jp/news/news/jikoshinkoku/riyou.pdf)をご参照ください。 60 



※原産品であることを明らかにする書類の作成例 

61 

※記載方法等、詳しくは、税関ホームページに掲載の『日豪EPA「自己申告制度」利用の手引き』
(http://www.customs.go.jp/news/news/jikoshinkoku/riyou.pdf)をご参照ください。 



「"The exporter of the 

products covered by this 

document (認定輸出者の認定
番号) declares that, except 

where otherwise clearly 

indicated, these products are of  

(産品の原産地(Switzerland)) 

preferential origin.“｣ 

 

“The exporter of the goods 

covered by this document (認
定輸出者の認定番号) 

declares that, except where 

otherwise clearly indicated, 

these goods are of  

Japan/Mexico preferential 

origin under Japan-Mexico 

EPA/Mexico-Japan EPA.” 

 

「“The exporter of the goods 

covered by this document (認
定輸出者の認定番号) declares 

that, except where otherwise 

clearly indicated, these goods 

are of  (産品の原産地) 

preferential origin under 

Japan-Peru EPA/Peru-Japan 

EPA. 

 

(場所及び日付**)”｣ 

 

 

以下の３つのEPAでは、原産品であることを証明する書類として、原産
地証明書のほか認定輸出者が作成した原産地申告を用いることができる。 

（** ）「場所及び日付」については、原産
地申告が記載された商業上の文書上に
別途記載がある場合は、省略可。 

スイスEPA メキシコEPA ペルーEPA 

原産地申告 

申告文は関係する産品について特定できるよう十分詳細に
記述された仕入書、納品書その他の商業文書上に作成する。 
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４．ケーススタディ（復習） 
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スイスでホワイトチョコレート（第1704.90号）を生産す
るが、日スイスＥＰＡ上のスイス原産品と認められるか？ 

ホワイトチョコレート（第17.04項）【日スイスＥＰＡ】 

材料 

●オランダ産 
  カカオ脂（第18.04項） CIF$10 

●オランダ産 
  粉乳（第04.02項） CIF$20 

●ドイツ産 
  砂糖（第17.02項） CIF$15 

●フランス産 
  バニラエキス（第13.02項） CIF$5 

 

スイス 

ホワイトチョコレート 

第1704.90号 
EXW※$100 

64 

※EXW：工場渡し価格 



カカオ脂（第18.04項） 

粉乳（第04.02項） 

日スイスＥＰＡ品目別規則：1704.90  
CTH並びに第4類及び第17類に分類される非原産材料であって生産に使用

されたものの価額が産品の工場渡し価額の45％を超えないこと。 

スイス 

ホワイトチョコレート 

第1704.90号 

オランダ 

ドイツ 

砂糖（第17.02項） 
 

フランス 

バニラエキス（第13.02項） 

CIF$20 

20＋15   
 100 

= 35%＜45% 

EXW$100 

CTH : Change of Tariff Heading 項の変更 

CIF$15 

非原産材料は工場渡し価格
の45％を超えない？ 

65 

ホワイトチョコレート（第17.04項）【日スイスＥＰＡ】 



輸入者の皆様へ 

輸入通関をよりスムーズに行い、一層の正確性を期すため、 

関税分類、原産地、関税評価 についての 

◎ 《 文書による事前教示照会書の様式の入手方法 》 
  ・税関ホームページ（http://www.customs.go.jp）からダウンロードできます。 
  ・トップページの右側の「▼税関手続きの案内」→「税関様式及び記載要領」→「関税法関係[C]」 
    で様式の一覧表が表示されます。 

  ○ 関税分類については、 「事前教示に関する照会書 (C-1000)」 
  ○ 原産地については、   「事前教示に関する照会書(原産地照会用) (C-1000-2)」 
  ○ 関税評価については、 「事前教示に関する照会書(関税評価照会用) (C-1000-6)」 
 

◎ 《 具体的な手続等に関しては、関税法基本通達7-17、7-18、7-19の2をご参照ください。》 
  ・税関ホームページ（http://www.customs.go.jp）からご覧になれます。 
   

カスタム君 

「文書による事前教示」とは、    
輸入を予定している貨物の分類（税番）、関税率、原産地、課税価格の算出
方法等を文書で照会し、回答を文書で受けることができる制度で、 
●事前に税番・税率等がわかるので、原価計算が確実にでき、輸入計画や販売 
   計画が立てやすくなる。 

●貨物の税番・税率等がわかっているので、貨物の引取りが早くなる。 

●回答内容は、照会された商品の輸入通関審査に際し３年間尊重される。 

などのメリットがあります。 
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出所：内閣官房ホームページ「環太平洋パートナーシップEPA 
（ＴＰＰEPA）の概要」（内閣官房ＴＰＰ政府対策本部作成資料） 

ＴＰＰ協定  原産地規則章の概要 

○ＴＰＰ協定が2015年10月に大筋合意された。 

第３章. 原産地規則及び原産地手続 

輸入される産品について、関税の撤廃・引下げの関税上の特恵待遇の対象となるＴＰＰ域内の原産品
として認められるための要件及び特恵待遇を受けるための証明手続等を定める。 

 本章のルールにより、例えば以下のようなメリッ
トが考えられる。 
 
（１） ＴＰＰ特恵税率の適用が可能な12か国内の
原産地規則の統一（事業者の制度利用負担の緩
和） 
  

（２） 輸出者、生産者又は輸入者自らが原産地証
明書を作成する制度の導入（貿易手続の円滑化） 
  
（３） 完全累積制度の実現 

 ＴＰＰ協定においては、複数の締約国において付加価
値・加工工程の足し上げを行い、原産性を判断する完全
累積制度を採用。日本が締結済みのＥＰＡにおいても、メ
キシコ、ペルー等で完全累積制度を採用している。 

（参考）「完全累積制度」概念図 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４） 広域ＦＴＡ化による原産品輸送の容易化（立
証負担の緩和） 

 二国間のＦＴＡにおいては、産品の輸送の際に第三国
を経由した場合には、当該貨物の原産性が維持されてい
るか否かについて輸入国税関に対し立証する負担があ
る。一方で、ＴＰＰは全ての締約国を一つの領域とみなす
広域ＦＴＡであり、全ての締約国の領域内を移動する限り
においては、貨物の原産性が維持されることになる。 

参考 
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お問い合わせ、ご相談は… 

EPA税率を適用するための『原産地規則』 
 

原産地基準（原産品の基準（ルール）） 

手続き的要件（税関手続き）      
          ・・・など詳しくは、 

 
大阪税関業務部原産地調査官 
06-6576-3196 

にお問い合わせください。 
4 
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ありがとうございました。 

研修後に 
個別にご質問をお受けいたします。 
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